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加藤・柳谷（1984）は青森県内の標高 520m，積雪深 3m 以上の林分に植栽したス
ギやカラマツ，ドイツトウヒやヨーロッパアカマツなどを調査し，林齢 28 年におい
て最も成績が優れているものはスギであることを報告した。また，大原・小野寺
（1986）は，積雪深 2.1～5.7m，標高 330～840m の山形県内の 5 か所の林分に植栽

















































































































































































































ロット内の植栽本数は，実生検定林は全て 50 本，挿し木検定林では 16～30 本であ
る。東耐雪前橋営 1 号の植栽間隔は 1.8m×1.6m，それ以外の検定林の植栽間隔は
1.8m×1.8m である。実生検定林に植栽された苗木は，東耐雪前橋営 1 号では自然交
雑による実生後代であり，東耐雪秋田営 8 号，11 号では混合花粉による実生後代で
ある。実生検定林，挿し木検定林を問わず，全ての検定林で 2 床 3 年生の苗木を植栽
した。各検定林は全て同一の保育施業を行っており，下刈り，除伐，つる切りを行っ
ているが，雪起こし等の雪圧害を防除するための保育施業は行っていない。  





















5 年次と 10 年次の生存率に対する調査結果を図 2-1 に示す。データセット No.1 の
挿し木検定林の 5 年次生存率は 76％と低い値であったが，それ以外の全検定林の 5
年次生存率は 90％前後と高い値を示していた。データセット No.1 における実生検定
林と挿し木検定林には 5 年次生存率に 5％水準の有意差が認められたが，それ以外の
データセットでは有意差が認められなかった。10 年次生存率は，全てのデータセッ
トにおいて 5％水準の有意差が認められ，挿し木検定林の 10 年次生存率は実生検定
林と比べて低かった。実生検定林の 10 年次生存率は 85～91％であったのに対し，挿
し木検定林では 52～76％であった。5 年次生存率と 10 年次生存率の変化を調べたと
ころ，実生検定林では最大で 6％のみ低下しただけであったが，挿し木検定林では全






図 2-2 に 5 年次および 10 年次樹高の調査結果を示す。5 年次樹高，10 年次樹高
は，全てのデータセットにおいて挿し木検定林よりも実生検定林が有意に高かった。
実生検定林の 10 年次樹高は 3.9m～4.9m であったのに対し，挿し木検定林では 2.9m
～3.2m であった。図 2-3 には 10 年次における傾幹幅指数を示した。傾幹幅指数も全
てのデータセットにおいて 5％水準の有意差が認められたものの，傾幹幅指数の値が
大きい，つまり根元曲がりが小さい検定林は全て挿し木検定林であった。実生検定林






各検定林の 10 年次調査において，枯損および傾幹幅指数 1，3，5 となった個体の
頻度分布を図 2-4 に示す。挿し木検定林に植栽された個体のほとんどは，枯損個体ま
たは傾幹幅指数 5 の個体であり，根元曲がりの大きい傾幹幅指数 1 を示した個体はき
わめて少なかった。これとは逆に，実生検定林に植栽された個体の多くは傾幹幅指数





























3）。また，データセット No.1 の 1 系統を除いた全ての系統で，クローンの根元曲が
りは実生後代のものよりも小さかった。これらのことから，系統の種類に関わらず，
挿し木苗は実生苗よりも優れた根元曲がり抵抗性を保有することが示された。  
一方，挿し木苗の生存率は実生苗よりも劣っていた（図 2-1）。この傾向は 5 年次
よりも 10 年次に顕著であり，挿し木苗の枯損は林齢 5 年次以降から多発していた。
最深積雪深の平年値が約 110cm である山形県の調査事例によると，雪圧による折損












































図 2-1 各データセットにおける 5 年次および 10 年次の生存率の平均値  
エラーバーは系統ごとの平均値を用いて算出した標準偏差を示す。   
p<0.05 
p<0.05 
















図 2-3 各データセットにおける 10 年次の傾幹幅指数の平均値 








図 2-4 10 年次調査における各データセットの全調査対象個体の雪害被害状況  
1，3，5 は傾幹幅指数を示し，数字が大きいほど根元曲がりが小さい。   
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表 2-1 解析対象とした検定林  
デ ー タ セ ッ ト
No. 













東耐雪前橋営 4 号  新潟県新発田市  290 157 25.0 挿し木  
13 26 
東耐雪前橋営 1 号  新潟県東蒲原郡三川村  430 178 14.3 実生  
         
2 
東耐雪秋田営 16 号  山形県西置賜郡小国町  500 240 12.0 挿し木  
5 2 
東耐雪秋田営 8 号  山形県西置賜郡小国町  390 227 17.3 実生  
         
3 
東耐雪秋田営 13 号  山形県尾花沢市  230 161 21.3 挿し木  
14 16 




























いた山形県 74 号，山形県 76 号，起立不西村山 5 号をそれぞれ FR1，FR2，FS，雄
親として用いた秋田営 17 号，前橋営 3 号，秋田県 20 号，起立不西村山 1 号をそれ
ぞれ，MR1，MR2，MR3，MS と呼ぶ。これらの記号は，頭文字の F，M がそれぞ




は 8 度と緩く，土壌型は BD（適潤性褐色森林土）である。この検定林から 10km ほ
ど離れたところにある森林総合研究所東北支所山形試験地構内において記録された
1978 年から 1991 年までの間の最深積雪深の平均値は 151cm（最小値 81cm～最大値
231cm）であった。この検定林は三つのブロックで構成され，一つの交配家系につき
ブロック当たり 50 個体を列状植栽している（附図 1）。植栽後，下刈り，除伐，つ
る切りを行っているが，雪起こしなどの雪害防除を目的とした施業は行っていない。  






傾幹幅が 1.2m 以上の個体，および幹長が 1.2m 以上でありながら地上高 1.2m 以下で
横たわり傾幹幅が測定できなかった個体を倒伏個体と定義した。  
測定データをもとに，傾幹幅に対して分散分析を行った。なお，傾幹幅が測定不能
となる地上高 1.2m 以下で横たわった倒伏個体は解析から除外した。 
分散分析を行うにあたり，各個体値は以下の式に従うと仮定した (Zobel and 
Talbert，1984；栗延・千吉良，2000)。 





って計算した（Zobel and Talbert，1984；栗延・千吉良，2000）。 
h2 = (2σf2+2σm2) / (σf2+σm2+σfm2+σrc2+σe2) 
ここで，h2 は個体の狭義の遺伝率を表し，σf2，σm2，σfm2，σrc2，σe2 はそれぞれ雌親
間，雄親間，雌親×雄親，反復×組み合わせ，誤差の分散である。なお，以上の解析












交配家系（交配家系 No.1～3，5～7）は，傾幹幅の平均値が 46.8～63.1cm であっ
た。一方，雌親が抵抗性候補木であり雄親が感受性個体の交配家系（交配家系 No. 
4，8）では傾幹幅の値が 68.0～94.5cm と，その値は大きくなった（表 3-2）。ま
た，FS の半兄弟家系は，雄親に関わらず全ての交配家系の傾幹幅平均値が 100cm 以
上となった。この半兄弟家系の中で，交配家系 No.9 を除く全ての交配家系（交配家






















































図 3-3 各交配家系の折損個体数と倒伏個体数との関係 
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表 3-1 交配に供試したクローン名および記号と交配家系 No. 
♀＼♂ 記号 MR1 MR2 MR3 MS 
記号 クローン名  秋田営 17 前橋営 3 秋田県 20 起立不西村山 1 
FR1 山形県 74 1 2 3 4 
FR2 山形県 76 5 6 7 8 
FS 起立不西村山 5 9 10 11 12 
MR1～MR3 は，1～3 番目の雄親の抵抗性候補木クローン。  
MS は，雄親の感受性クローン。  
FR1，FR2 は 1 番目，2 番目の雌親の抵抗性候補木クローン。  
FS は雌親の感受性クローン。   
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表 3-2 全 12 交配家系の調査形質平均値  
  MR1 MR2 MR3 MS 平均 
FR1 
生存率（％）  60.0 73.3 78.9 68.9 70.3 
樹高（m） 5.0 4.9 5.1 4.8 4.9 
胸高直径（cm） 9.0 9.2 8.5 8.1 8.7 
傾幹幅（cm） 52.8 63.1 48.0 94.5 64.3 
FR2 
生存率（％）  72.2 66.7 77.8 72.2 72.2 
樹高（m） 4.9 5.0 5.8 5.2 5.2 
胸高直径（cm） 8.4 8.4 9.2 8.1 8.5 
傾幹幅（cm） 58.4 48.7 46.8 68.0 55.5 
FS 
生存率（％）  61.1 85.6 61.1 60.0 66.9 
樹高（m） 5.0 4.5 5.0 4.5 4.7 
胸高直径（cm） 7.9 7.7 7.9 6.7 7.5 
傾幹幅（cm） 107.4 133.5 132.9 155.1 132.2 
平均 
生存率（％）  64.4 75.2 72.6 67.0 69.8 
樹高（m） 5.0 4.8 5.3 4.8 5.0 
胸高直径（cm） 8.4 8.4 8.6 7.7 8.3 




表 3-3 傾幹幅に対する分散分析結果  
要因 自由度 平均平方 F 値 
雌親間 2 421735.1 58.14** 
雄親間 3 33132.8   4.56n.s. 
雌親×雄親 6 7277.7   1.17n.s. 
組み合わせ×反復 22 5894.0  3.41** 
誤差 718 1729.4  
**：1％水準で有意 
n.s.：有意差は検出されない   
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h2=σa2 /σp2  
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第 4 章 根元曲がりに対する遺伝パラメータの推定 
 
4.1 はじめに 
















 解析に用いた 13 検定林の詳細を表 4-1 に示す。列状植栽，方形植栽，単木混交植
栽による検定林（附図 1）の数はそれぞれ 9，1，3 である。列状植栽と方形植栽の検
定林の反復数は 3，単木混交植栽の検定林では 6 である。また，列状植栽と方形植栽
の検定林におけるプロット内調査個体数は約 30 個体である。単木混交植栽の検定林
における反復ごとの各交配家系の調査個体数は 4 個体または 6 個体である。  
 解析対象とした交配親は，抵抗性候補木あるいは精英樹である。これら精英樹は次
代検定林の 5 年次調査等において根元曲がりが小さかったため，交配親として供試さ




根元曲がりが小さい。12 系統のうちの 10 系統は，挿し木苗としてどの県に植栽して
も評価値の半数は 3 であり，半数は 4 または 5 である。なお，残りの 2 系統は評価値
















した交配親の系統数は，抵抗性候補木で 85 系統，精英樹で 16 系統である。同一交配
セットの存在や，特定の系統が複数の交配セットに用いられているなどの理由から，
延べの交配親の系統数は，抵抗性候補木 160 系統，精英樹 23 系統である（表 4-1，
附図 2）。  
供試検定林について林齢 10 年次に傾幹幅の測定を行った。傾幹幅の測定は，検定





次に，SAS の glm プロシージャを用いて，各交配セットにおける傾幹幅指数の値
を用いて分散分析を行い，各要因に対する検定と分散成分の推定値を算出した。分散
分析に用いた構造モデルは以下の式を用いた(栗延・千吉良，2000)。 
 Yijkl=μ+bi +fj +mk +cjk +bcijk +eijkl 
ここで，Y は i ブロックに植栽された j 番目の雌親と k 番目の雄親の交配家系におけ
る，l 本目の個体の傾幹幅指数である。また，μ は全平均であり，b はブロック，f と











h2 = σa2 / (σf2 +σm2 +σc2 +σbc2 +σe2) 
ここで，h2，σbc2，σe2 はそれぞれ遺伝率，ブロックと交配組合せの交互作用の分散，
誤差分散である。  











形質 X と形質 Y との間の共分散成分である。 
 
4.3 結果 
各交配セットの林齢 10 年次における調査結果を表 4-2 に示す。調査個体の生存
率，樹高，傾幹幅指数の平均値±標準偏差は，79±11%，4.16±0.88m，3.6±0.6 であっ
た。各交配セットの分散分析結果を表 4-3 に示す。5％の有意水準で雌親間，あるい
は雄親間に有意差が認められた交配セットは，19 交配セットのうち 12 交配セット
（63％）であった。一方，5％の有意水準で交配組合せ間に有意差が認められた交配
セットは，19 交配セットのうち 3 交配セット（16％）のみであった。  
19 交配セットそれぞれについて，相加的遺伝分散（σa2）と非相加的遺伝分散
(σd2)，個体の狭義の遺伝率(h2)を推定した（表 4-4）。その結果，遺伝率は 0 から
0.27 の範囲にあり，平均値は 0.11 であった。なお，同一交配セットでも環境条件が
異なることによって遺伝パラメータは変動したが，環境条件と遺伝パラメータとの間
に明瞭な関係は認められなかった。各交配セットについて Gaを検討した結果，遺伝
分散に占める相加的遺伝分散の割合は大きく，19 交配セット中 10 交配セットで Ga









































の要因交配家系で 0.34（向田ら，1990），精英樹を用いた 10 年次のフルダイアレル
交配家系で 0.49（向田・宮浦，1998）と推定されている。また，抵抗性候補木と感
受性個体との要因交配家系を解析した第 3 章では遺伝率が 0.96 と極めて高い値が推
定された。しかし，本研究で推定された林齢 10 年次における根元曲がりの遺伝率は















遺伝率は林齢とともに上昇していた（図 4-2）。この検定林の積雪深は 119cm であり
（表 4-1），雪上木になるための樹高はその 2.5 倍の 298cm と考えられる（四手井，
1954）。本検定林の樹高平均値をみると，林齢 5 年次では 2.1m と多くの個体が埋雪
していたと考えられるが，林齢 10 年次では 4.6m となり多くの個体が雪上木となっ
た直後と考えられた。同様に傾幹幅指数にも注目すると，林齢 5 年次から 10 年次に
かけては 4.6 から 3.6 と減少しているのに対して，10 年次から 20 年次にかけては



























図 4-2 東耐雪秋田営 17 号検定林における各形質の遺伝率の年次推移   
35 
 
表 4-1 解析対象とした検定林の詳細 
 
東秋局 41～43 号検定林に示されたハイフンのあとの 1 から 3 の数字は，交配セットの種類を表している。 
標高 積雪深 傾斜
交配セット 住所 (m) (cm) (°) 植栽方法 ブロック数 交配家系数 雌 雄 雌 雄
1 東耐雪秋田営17号 山形県最上町 275 119 24 列状 3 30 8 4
2 東耐雪秋田営24号 秋田県田沢湖町 500 113 20 列状 3 15 4 4
3 東耐雪秋田営25号 秋田県協和町 460 171 20 列状 3 21 5 5
4 東耐雪秋田営26号 山形県真室川町 400 162 8 列状 3 19 5 4
5 東耐雪秋田営28号 秋田県上小阿仁村 170 71 20 列状 3 32 8 4
6 東耐雪秋田営29号 秋田県田沢湖町 360 129 25 方形 2 32 8 3 1
7 東耐雪秋田営31号 秋田県阿仁町 470 145 18 列状 3 24 6 2 2
8 東耐雪秋田営32号 秋田県東成瀬村 510 253 20 列状 3 28 6 4
9 東耐雪前橋営3号 新潟県村上市 160 136 10 列状 3 28 8 4
10 東耐雪前橋営5号 新潟県関川村 360 155 15 列状 3 21 6 4
11 東秋局41号－1 秋田県皆瀬村 592 188 18 単木混交 6 20 5 4
12 東秋局41号－2 15 4 4
13 東秋局41号－3 20 5 4
14 東秋局42号－1 山形県鮭川村 613 152 9 単木混交 5 20 5 4
15 東秋局42号－2 14 4 4
16 東秋局42号－3 20 5 4
17 東秋局43号－1 山形県金山町 380 158 5 単木混交 6 20 5 4
18 東秋局43号－2 15 4 4





表 4-2 各交配セットの林齢 10 年次における解析対象個体の平均値  
 
  
No. 交配セット 生存率（％） 樹高 (m) 傾幹幅指数
1 東耐雪秋田営17号 97 4.42 3.5
2 東耐雪秋田営24号 87 3.74 3.6
3 東耐雪秋田営25号 93 3.86 3.5
4 東耐雪秋田営26号 69 5.20 3.5
5 東耐雪秋田営28号 73 3.36 4.4
6 東耐雪秋田営29号 88 4.68 4.4
7 東耐雪秋田営31号 81 3.26 3.5
8 東耐雪秋田営32号 75 3.47 2.9
9 東耐雪前橋営3号 96 5.65 4.6
10 東耐雪前橋営5号 89 4.20 2.9
11 東秋局41号－1 75 3.00 2.9
12 東秋局41号－2 79 3.23 2.7
13 東秋局41号－3 77 3.11 3.0
14 東秋局42号－1 77 4.17 4.1
15 東秋局42号－2 78 4.18 4.0
16 東秋局42号－3 70 3.63 4.1
17 東秋局43号－1 63 5.09 3.4
18 東秋局43号－2 74 5.83 3.3
19 東秋局43号－3 57 5.05 3.5
平均 79 4.16 3.6
標準偏差 11 0.88 0.6
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表 4-3 林齢 10 年次における傾幹幅指数の分散分析結果  
 
数値は平均平方を示している。  
*は 5％水準，**は 1％水準で有意差が認められた。   
No. 交配セット＼要因 ブロック 雌親 雄親 交配組合せ 交配組合せ×ブロック 誤差
1 東耐雪秋田営17号 160.61** 32.47** 20.83* 4.22 5.29** 0.57
2 東耐雪秋田営24号 19.40** 0.84 0.9 2.75 2.56** 0.41
3 東耐雪秋田営25号 8.17 26.20** 13.79* 3.59 3.59** 0.98
4 東耐雪秋田営26号 12 14.47* 10.07 3.86 4.25** 1.38
5 東耐雪秋田営28号 39.07** 10.71* 0.11 3.51 2.79** 0.42
6 東耐雪秋田営29号 9.21* 5.65* 4.4 1.93 2.00** 0.48
7 東耐雪秋田営31号 9.2 6.22 23.09 7.08 3.58** 0.61
8 東耐雪秋田営32号 19.29 11.48 19.54** 5.32 5.70** 0.59
9 東耐雪前橋営3号 11.14** 14.52** 10.61** 1.84 1.82** 0.38
10 東耐雪前橋営5号 119.09** 4.68 53.66* 9.01 8.52** 0.62
11 東秋局41号－1 2.45** 0.86 1.74 1.86** 0.6 0.63
12 東秋局41号－2 2.66** 0.82 4.12* 0.82** 0.28 0.64
13 東秋局41号－3 4.25** 1.97* 0.57 0.52 0.56 0.52
14 東秋局42号－1 0.06 1.01 0.58 0.53 0.4 0.47
15 東秋局42号－2 2.11** 1.13 0.06 0.62 0.41 0.52
16 東秋局42号－3 0.93 0.78 1.08 0.92* 0.4 0.42
17 東秋局43号－1 6.37** 1.76 1.1 1.74 1.64* 1.18
18 東秋局43号－2 7.60** 1.61 11.35** 0.84 1.64 1.27
19 東秋局43号－3 9.31** 4.52** 2.78* 0.63 1.06 0.89
38 
 
















1 東耐雪秋田営17号 0.087 0.026 -0.012 0.162 0.572 0.226 0 0.267
2 東耐雪秋田営24号 -0.007 -0.007 0.002 0.084 0.407 0 0.008 0
3 東耐雪秋田営25号 0.067 0.03 0 0.094 0.977 0.194 0 0.166
4 東耐雪秋田営26号 0.046 0.021 -0.01 0.143 1.378 0.134 0 0.084
5 東耐雪秋田営28号 0.026 -0.006 0.008 0.104 0.418 0.052 0.032 0.094
6 東耐雪秋田営29号 0.018 0.006 -0.002 0.056 0.479 0.048 0 0.086
7 東耐雪秋田営31号 -0.004 0.04 0.05 0.122 0.609 0.08 0.2 0.097
8 東耐雪秋田営32号 0.023 0.036 -0.027 0.282 0.592 0.117 0 0.126
9 東耐雪前橋営3号 0.043 0.015 0 0.05 0.384 0.116 0 0.236
10 東耐雪前橋営5号 -0.017 0.117 0.004 0.298 0.62 0.234 0.016 0.225
11 東秋局41号－1 -0.014 -0.002 0.071 -0.008 0.626 0 0.283 0
12 東秋局41号－2 0 0.048 0.031 -0.117 0.638 0.097 0.124 0.135
13 東秋局41号－3 0.02 0.001 -0.002 0.012 0.525 0.041 0 0.074
14 東秋局42号－1 0.011 0.001 0.014 -0.033 0.474 0.024 0.057 0.048
15 東秋局42号－2 0.012 -0.014 0.019 -0.042 0.521 0.025 0.075 0.045
16 東秋局42号－3 -0.004 0.002 0.046 -0.007 0.416 0.004 0.186 0.01
17 東秋局43号－1 0 -0.009 0.004 0.185 1.18 0 0.014 0
18 東秋局43号－2 0.013 0.171 -0.05 0.132 1.269 0.367 0 0.231
19 東秋局43号－3 0.073 0.033 -0.034 0.072 0.893 0.212 0 0.198
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表 4-5 東耐雪秋田営 17 号検定林における測定形質の年次推移  
 
全ての調査年次で共通する個体データのみを用いて算出しているため，表 4-1 にお
ける東耐雪秋田営 17 号検定林の 10 年次の平均値と異なっている。   
5年次 10年次 20年次
樹高 2.1 4.6 10.0
ＤＢＨ 6.4 14.4
傾幹幅指数 4.6 3.6 3.3
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表 4-6 樹高と傾幹幅指数における遺伝相関と表現型相関  
 
遺伝相関は対角線右上部に，表現型相関は左下部に示している。   
樹高 傾幹幅指数 樹高 傾幹幅指数 樹高 傾幹幅指数
樹高 0.18 0.63 -0.05 0.21 0.47
傾幹幅指数 -0.1 0.52 0.74 0.32 0.51
樹高 0.69 -0.02 0.41 0.79 1.04
傾幹幅指数 -0.04 0.41 0.14 0.65 0.83
樹高 0.5 -0.02 0.68 0.24 0.95












特定組合せ能力（SCA）に大別できる（Zobel and Talbert，1984）。SCA が存在し
なければ，後代の能力は両親の GCA を足し合わせることによって予測できるため，
GCA の優れた両親からは優れた後代が生産される。一方，SCA の影響が強ければ，



















間隔は 1.8m×1.8m（植栽密度 3000 本／ha）である。 
これらの検定林の植栽木に対して林齢 10 年次に 5 段階の傾幹幅指数（0cm～
25cm，5；26cm～50cm，4；51cm～75cm，3；76cm～100cm，2；101cm 以上，
1）を測定した。プロット内調査個体数は各プロットの植栽本数や生存率により異な
るが，その数はおおむね 20～30 である。 
第 4 章と同様に各検定林の交配家系には欠測組み合わせが多く生じていたため，解
析精度の向上を目的として欠測組合せが多い交配親のデータおよび自殖家系は除外し
た。その結果，解析対象となった各交配セットの親数は全て 5 となった（図 5-1）。
交配親の多くは抵抗性候補木であるが，23 号検定林の交配セットの交配親には感受
性個体（曲大山形 1 号，曲大村山 2 号）が 2 個体含まれている。また，21 号検定林
と 34 号検定林の交配親には，根元曲がりが著しく少ない登録品種である出羽の雪 1
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k +++=   
ここで， ijkŶ は i 番目の交配親を雌親，j 番目の交配親を雄親とする交配家系の k ブ
ロックにおけるプロット平均値の推定値である。
k は k 番目のブロックの全平均であ




以下の式のように逆交配の jiĉ を用いた。 
jijiijk cmfY ˆˆ
ˆˆ
k +++=   
なお，34 号検定林の山形県 6 号と山形県 9 号の組合せについては正逆交配ともに






















ここで，Fi.は i 番目の交配親の雌親平均値，M.jは j 番目の交配親の雄親平均値，
ijY は i 番目の交配親を雌親， j 番目の交配親を雄親とする交配家系の検定林平均値で
ある。検定林平均値はプロット平均値を反復数で平均した値である。p は交配親数，
すなわち 5 である。雌親平均値と雄親平均値をもとに，回帰係数が 1，切片が 0 から
有意に異なっているかを調べるため t 検定を行い，それらの信頼限界も求めた
（Sokal and Rohlf，1983）。 




自由度は欠測値の数だけ差し引いた（市原，1990）。また，GCA の検定には SCA の
平均平方を，GR の検定には SR の平均平方を通常用いるが，SCA または SR が有意
に認められない場合には誤差の平均平方を用いて検定した（明石，1978）。 
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囲は，それぞれ 4.4～5.2m，2.9～4.2 であった（表 5-1）。傾幹幅指数に対する各交
配親の雌親平均値と雄親平均値の関係は有意な正の相関（ｒ＝0.94，ｐ＜0.01）を示




1.06 であった。これと同様に，切片の値は 0.38 となり 0 からの有意差は認められず
（ｐ＞0.05），その 95％信頼区間は－0.20～0.95 であった。 




合せの正逆交配間差は 33 号検定林のみで認められた。  
データセットごとに推定した各交配親の GCA を表 5-4 に示す。曲大山形 1 号，曲





















均値との間の決定係数が 0.70～0.85 と高い値が得られた（図 5-3）。すなわち，各交
配家系の傾幹幅指数の検定林平均値は両親の GCA のみによって 70～85％説明でき
た。GCA に有意差が認められなかった 21 号検定林についても，Y(G)による検定林平
均値への回帰は 5％水準で有意となり（図 5-3），さらに SCA よりも GCA の平均平



































×，自殖家系であり解析に用いていない   
No ♀＼♂ 1 2 3 4 5 No ♀＼♂ 1 2 3 4 5
1 山形県8 × ○ ○ ○ ○ 1 秋田営17 × ○ ○ △ △
2 山形県9 ▲ × ○ ○ ○ 2 前橋営3 ○ × ○ ○ ○
3 出羽の雪1 ○ ○ × ○ ○ 3 秋田県20 ○ ○ × ▲ ○
4 出羽の雪2 ○ ○ ○ × ○ 4 曲大山形1 △ ○ ○ × ○
5 山形県29 ○ ○ ○ ○ × 5 曲大村山2 ▲ ○ ▲ ▲ ×
No ♀＼♂ 1 2 3 4 5 No ♀＼♂ 1 2 3 4 5
1 秋田営3 × ○ ○ ○ ○ 1 山形県5 × ○ ○ ○ ○
2 秋田営15 ▲ × ○ ○ ▲ 2 山形県6 ○ × ▲ ▲ ○
3 秋田営125 ○ △ × ○ ○ 3 山形県9 ○ ▲ × ○ ○
4 山形県65 ○ ▲ △ × △ 4 出羽の雪1 ○ ○ ○ × ○






図 5-2 傾幹幅指数に対する雌親平均値と雄親平均値の関係  

























4）各データセットにおける全調査個体の平均値±標準偏差   
所在地1） 最深積雪深2）  標高3） 傾斜3） 生存率   樹高4）
（旧所在地） ｃｍ ｍ ° ％ ｍ
東耐雪秋田営21号検定林 山形県西置賜郡小国町 196 292 13.8 85.3 4.7±1.3 3.7±1.0
秋田県北秋田市
（秋田県北秋田郡鷹巣町）
東耐雪秋田営33号検定林 山形県最上郡真室川町 168 375 7 87 4.4±1.1 2.9±1.3
東耐雪秋田営34号検定林 秋田県由利本荘市 138 153 21 74.2 5.2±1.2 4.2±0.9
検定林名 傾幹幅指数
4）
東耐雪秋田営23号検定林 182 423 11.7 77.3 4.5±1.5 2.9±1.0
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Yijk，i 番目の交配親が雌親，j 番目の交配親が雄親である交配家系の k ブロックにおける平均値 
σ2，誤差分散； kR2，反復効果； σS2，SCA の分散； σG2，GCA の分散； σSR2，SR の分散； σGR2，GR の分散






















































表 5-3 傾幹幅指数に対する分散分析によるデータセットごとの平均平方  
 
**，p＜0.01；*，p＜0.05 
E の自由度は欠測値の数だけ差し引いた。SCA または SR に有意差が認められないデ
ータセットでは，GCA または GR の検定に誤差を用いた。   
自由度 平均平方 自由度 平均平方 自由度 平均平方 自由度 平均平方
B 2  7.69
** 2  3.52
** 2 10.88
** 2  3.19
**
GCA 4 0.70 4  1.60
** 4  4.93
** 4  0.54
**
SCA 5 0.30 5 0.21 5 0.13 5 0.01
GR 4 0.67 4 0.14 4 0.14 4 0.01
SR 6 0.29 6 0.16 6 0.55
* 6 0.04
E 35 0.29 21 0.36 24 0.19 29 0.09
要因
21号検定林 23号検定林 33号検定林 34号検定林
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表 5-4 傾幹幅指数についてデータセットごとに推定した各交配親の GCA 
  
交配親 21号検定林 交配親 23号検定林 交配親 33号検定林 交配親 34号検定林
山形県8 0.0543 秋田営17 0.3411 秋田営3 0.1224 山形県5 -0.0619
山形県9 0.0437 前橋営3 0.139 秋田営15 0.8239 山形県6 0.1815
出羽の雪1 0.2066 秋田県20 0.0597 秋田営125 -0.4884 山形県9 -0.2282
出羽の雪2 0.0222 曲大山形1 -0.4587 山形県65 -0.4001 出羽の雪1 0.1642
山形県29 -0.3269 曲大村山2 -0.0812 山形県67 -0.0579 出羽の雪2 -0.0557
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 第 4 章で用いた東耐雪秋田営 17 号検定林のデータを利用して早期選抜の可能性を
検討した。検定林の特性等の詳細は第 4 章表 4-1 を参照にされたい。この検定林では
林齢 5 年次，10 年次，20 年次の秋に調査を行っている。なお，本検定林では全ての
調査年次において同一の個体を調査している。第 4 章でも考察しているが，林齢 5 年
次は多くの個体が埋雪しており，10 年次は埋雪から脱した直後，20 年次はほとんど
の個体が雪上木になって数年経過していると考えられる。このため，本章では 5 年次
と 20 年次のデータを解析に用いた。5 年次には樹高と傾幹幅（樹高 1.2m 以上の個体
のみ）を，20 年次には樹高，直径，傾幹幅を測定した。第 4 章では他の検定林との
データの統一性を踏まえて傾幹幅を実測値から指数値に変換したが，本章では傾幹幅
の実測値を用いて解析する。  









た。次に，選抜した交配家系の中から評価値 4 以上の個体を選抜した。5 年次の樹















東耐雪秋田営 17 号検定林の 5 年次データに対する h 選抜，b 選抜，b/h 選抜ではそ
れぞれ，9 家系 604 個体，10 家系 304 個体，10 家系 709 個体が選抜された（表 6-
2）。選抜集団の 20 年次における各形質の平均値を見ると，h 選抜，b 選抜，b/h 選
抜の順に，樹高は 12.3m，9.8m，10.8m，直径は 18.0cm，13.8cm，15.5cm，傾幹幅
は 50.8cm，47.1cm，47.7cm であった（表 6-2）。また，各形質の改良効果は，樹高
が 23％，－2％，8％，直径が 25％，－4％，8％，傾幹幅が－18％，－24％，－23％
であった（図 6-1）。 
ここで，b/h 選抜による選抜集団に注目すると，5 年次樹高の評価値が 2 以下の個
体は 20 年次の成長形質が劣り（図 6-2A，B），さらに 20 年次の傾幹幅も大きくなる
個体が多かった（図 6-2C）。そこで，5 年次樹高の評価値が 2 以下の個体を淘汰する

























質も同時に改良できた。ここで，b/h 選抜による選抜個体を 5 年次樹高の評価値ごと
に見ると，5 年次樹高の評価値が大きくなるほど 20 年次の成長形質は大きくなり
（図 6-2A，B），成長形質に対する早期選抜の有効性が示された。また，注目すべき
























図 6-1 各選抜方法に対する改良効果  
 選抜個体の樹高または胸高直径が大きいほど，改良効果はプラスに表現される。ま
た，選抜個体の根元曲がりが小さいほど，傾幹幅の改良効果はマイナスに表現され







図 6-2 b/h 選抜個体の 5 年次樹高の評価値と 20 年次形質の関係 
b/h 選抜で選抜した個体を 5 年次樹高の評価値により区分した。矢印で示した個体
は，5 年次樹高の評価値が 2 以下の個体である。5 年次樹高の評価値が 2 以下の個体
は，20 年次の成長形質が小さいだけでなく(図 A，B)，20 年次の傾幹幅が大きくなる
個体が多いことがわかる（図 C）。なお，矢印で示した個体を除いた選抜方法が







表 6-1 評価値の算定基準  
 
 x は各形質の個体値または家系平均値，μ は全平均，σ は標準偏差である。   
評価値 傾幹幅










　　            ｘ＜μ－1.5σ
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表 6-2 各選抜方法に対する早期選抜結果  
  
樹高(m) 胸高直径(cm) 傾幹幅(cm)
ｈ選抜 9 604 12.3 18.0 50.8
ｂ選抜 10 304 9.8 13.8 47.1
ｂ/ｈ選抜 10 709 10.8 15.5 47.7



























林において林齢 14 から 18 年生時に抵抗性候補木の傾幹幅を測定した。宮下









評価値 2 以下となった抵抗性候補木 3 系統で構成される。対照サブグループ 2 は根元
曲がりに対する強度な選抜を受けていない 3 系統，すなわち，精英樹である中頸城 6
号と，山形県内の天然スギである山内スギおよび山形県羽黒町内（現在の山形県鶴岡
市）産の地スギで構成される。  
MFA を測定するための木材試料は林木育種園内の耐雪試験林と抵抗性 1 号採種園
からサンプリングした。耐雪試験林は傾斜約 25 度の東向き平衡斜面の中腹にあり，




に 10 から 40 本が列状植栽されている。抵抗性 1 号採種園は平坦地にあり，抵抗性候
補木の挿し木苗が 1978 年に単木混交植栽された。これら二つの試験地を対象に，挿
し木苗である 11 系統では系統あたり 3 個体，実生苗である地スギについては 5 個体
を選んだ（表 7-1）。挿し木苗である 11 系統は遺伝子型を調べ，系統内で各個体の遺








定し，これを MFA とした（平川・藤澤，1995）。1 本の仮道管から測定する壁孔孔




ここで MFAijkl は，グループ i 内の j 番目の系統のうち，場所 k から採取した l 番目
の個体のある年輪番号における MFA の平均値である。αiは抵抗性グループまたは対
照グループの効果であり，β (j(i))はグループ i 内に入れ子となっている系統 j の効果で
ある。γk は植栽地である耐雪試験地または採種園の効果である。μ は全平均であり，
εijkl は誤差である。この構造モデル式をもとに nested-ANOVA を行った。 
分散分析の結果，グループ間で有意差が認められた年輪番号を対象に，MFA の個
体平均値を用いて下位区分したグループ間の比較，すなわち，抵抗性グループと対照
















最後に，各年輪の MFA の系統平均値を用いて 31 年輪とそれ以外の年輪との間に相
関が認められるかを検討するため，積率相関係数を算出した。  
これら全ての統計解析は R ver. 3.4.3（R core Team 2019）を用いた。 
 
7.3 結果 




MFA については附表 2 に示した。  
有意差が認められた 3，5 年輪の MFA について，抵抗性グループと対照サブグルー
プ 1，対照サブグループ 2 の下位区分によるグループ間の差を検討した（図 7-2）。
その結果，両年輪とも，抵抗性に対する選抜を受けていない系統で構成されている対
照サブグループ 2 と抵抗性グループとの間に有意差が認められた（Tukey-HSD 法，
p<0.05）。 
次に，系統ごとの MFA と根元曲がりの大きさの関係を検討した。MFA が形成され
た樹齢のステージを分類するため，主成分分析によって年輪番号をグルーピングし
た。主成分分析の結果，第一主成分と第二主成分の累積寄与率は 76.1％となった。第
一主成分と第二主成分の因子負荷量を求めると，2～5 年輪と 17～31 年輪は両主成分
ともに正の値であり，7～15 年輪は第一主成分が正の値であるが第二主成分では負の
値となった(図 7-3)。このため，本研究では年輪番号を 2～5 年輪，7～15 年輪，17～
31 年輪の 3 ステージに分類した。各ステージ内の全年輪番号について系統毎に MFA
を平均した値と，既存の報告（鈴木・佐藤，1991；宮下，2009）による傾幹幅の系
統平均値または傾幹幅指数の最小二乗推定値（表 7-1）の関係を検討した。その結
果，傾幹幅および傾幹幅指数の最小二乗推定値と，年輪番号 2～5 年輪の MFA 平均値
との間には有意な相関を示したが（図 7-4A，D），それ以外の樹齢において相関は認
められなかった（図 7-4B，C，E，F）。 
 31 年輪とそれ以外の年輪の MFA について積率相関係数を算出した（図 7-5）。2 年
輪と 3 年輪では相関係数がそれぞれ 0.65 と 0.66 と有意な値を示した。その後，5 か




本研究では抵抗性グループ 6 系統，対照グループ 6 系統の計 12 系統を供試した結
果，抵抗性グループの MFA は対照グループと比べ全ての年輪で小さい値を示し，3
年輪と 5 年輪ではグループ間に有意差が認められた（図 7-1）。根元曲がりが著しく
小さい登録品種である出羽の雪 1 号，2 号（向田，1995）でも，本研究結果と同様
に，特に髄付近における MFA が精英樹よりも有意に小さいことが報告されている
（Takata et al., 2014)。これらの結果を考慮すると，スギの根元曲がり抵抗性は，幼
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2～5 年輪の MFA のみと有意な相関関係が認められた（図 7-4A，D）。したがって，
幼齢期に形成された晩材仮道管の MFA の値は根元曲がりの大きさを説明する重要な
要因であると考えられる。  














5 年輪について（図 7-1），対照グループを対照サブグループ 1，2 に分けた図 7-2 を




る系統の選抜に関する履歴の違いが，対照サブグループ 2 の MFA を大きくした原因











次に，幼齢期の MFA と樹皮近辺である 31 年輪の MFA の関係を検討した。ここで
は幼齢期として，傾幹幅との相関関係が認められた 2～5 年輪に注目する。これまで
の研究では，2～6 年輪（平川・藤澤，1995）や 3 年輪（石堂ら，2009；西村ら，
2003）の MFA から成熟材部の MFA が推定できる可能性が指摘されている。本研究
においても，成熟材の形成期と考えられる 31 年輪の MFA と 2 および 3 年輪の MFA
との間には，低い値であるが有意な相関係数が得られた（図 7-5）。また，抵抗性グ









図 7-1 抵抗性グループと対照グループの MFA の放射方向変動  
 矢印で示した年輪番号では，抵抗性グループと対照グループとの間に有意差が認め
られたことを示す(nested-ANOVA, p＜0.05)。年輪番号とは髄からの年輪の数であ




図 7-2 下位区分した 3 グループにおける 3 年輪と 5 年輪の MFA 
抵抗性グループと対照グループとの間に有意な差が認められた年輪番号のみを示し
ている。年輪番号ごとに多重比較を行い，異なるアルファベットはそれらの間に有意




図 7-3 年輪番号の MFA に対する因子負荷量  




図 7-4 耐雪試験林および検定林での傾幹幅と年輪毎の MFA の相関係数 
図 A，B，C は検定林における傾幹幅指数であり（n=10），図 D，E，F は耐雪試
験林における傾幹幅である（n=9）。また，図 A，D は 2 から 5 年輪，図 B，E は 7
から 15 年輪，図 C，F は 17 から 31 年輪の MFA の平均値を用いている。r は相関係
数を示し，*は 5％水準で有意であることを，n.s.は有意でないことを示している。ま
た，傾幹幅が大きいほど，あるいは傾幹幅指数が小さいほど，根元曲がりは大きいこ
とを示す。   
Ａ Ｂ Ｃ 
Ｄ Ｅ Ｆ 
r=－0.83* r=0.22n.s. r=－0.46n.s. 




図 7-5 31 年輪とそれ以外の年輪番号における MFA の積率相関係数 
●は 5％水準の有意な相関係数であり，○は有意な相関係数ではないことを示してい



















出羽の雪1号 挿し木 29.5 3 2 1 4（22.2） 4（3.66） 
出羽の雪2号 挿し木 24.0 3 2 1 4（23.4） 4（3.66） 
山形県30号 挿し木 31.6 3 2 1 4（33.6） 3（3.26） 
山形県35号 挿し木 27.9 3 1 2 4（37.2） 4（3.60） 
山形県43号 挿し木 24.3 3 2 1 3（52.8） 4（3.49） 





山形県5号 挿し木 21.3 3 0 3 1（75.8） 2（3.19） 
山形県19号 挿し木 22.8 3 2 1 1（73.8） 1（2.96） 
山形県62号 挿し木 29.9 3 2 1 2（60.0） 2（3.03） 
対照サブ 
グループ2 
中頚城6号 挿し木 33.1 3 3 0 － 1（2.79） 
山内スギ 挿し木 32.5 3 3 0 － － 




***最小二乗推定値とは，44箇所の検定林における各系統の傾幹幅指数に対する最小二乗推定値である（宮下 2009）。  
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表 7-2 傾幹幅または傾幹幅指数に対する評価値の算出方法  
評価値* 傾幹幅** 傾幹幅指数*** 
5 X1＜μ1－1.5σ1 μ2＋1.5σ2≦X2 
4 μ1－1.5σ1≦X1＜μ1－0.5σ1 μ2＋0.5σ2≦X2＜μ2＋1.5σ2 
3 μ1－0.5σ1≦X1＜μ1＋0.5σ1 μ2－0.5σ2≦X2＜μ2＋0.5σ2 
2 μ1＋0.5σ1≦X1＜μ1＋1.5σ1 μ2－1.5σ2≦X2＜μ2－0.5σ2 
1 μ1＋1.5σ1≦X1 X2＜μ2－1.5σ2 
*：傾幹幅と傾幹幅指数の評価値はともに，数字が大きいほど根元曲がりが小さいこ
とを示している。  
**：鈴木・佐藤（1991）を引用した。μ1 と σ1 は耐雪試験林における全調査対象個体
の傾幹幅の全平均と標準偏差をそれぞれ示しており，X1 は系統平均値を示している。  
***：宮下（2009）を引用した。μ2と σ2は 44 か所の実生検定林における全系統の傾
幹幅指数に対する最小二乗推定値の全平均と標準偏差をそれぞれ示しており，X2 は系
統ごとの最小二乗推定値を示している。また，傾幹幅指数とは傾幹幅を 5 段階指数で
表した値（0-25cm，5； 26-50cm，4； 51-75cm，3； 76-100cm，2； 101cm
以上，1）である。   
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 これまでに開発された抵抗性品種のうち 15 クローンを用いて 21 人工交配家系を作
出した（図 8-1）。二床三年生まで育苗した苗木を秋田県由利本荘市および山形県鮭
川村にそれぞれ東秋局 51 号検定林（以下，51 号検定林）および東秋局 52 号検定林
（以下，52 号検定林）として植栽した（表 8-1）。各検定林は人工交配家系と一般苗
を 6 つのブロックにより単木混交植栽している（附図 1）。人工交配家系と一般苗の
ブロック内の植栽本数は系統あたり約 4 本である。植栽密度は 3,000 本／ha であ
る。植栽後の 5 年間は毎年下刈を行っているが，雪起こし等の雪害を防除するための
施業は行っていない。気候値メッシュデータから寒候期の積雪深を求めると，51 号
検定林では 137cm，52 号検定林では 155cm である。 






倒伏量＝6 年次春の傾幹幅－5 年次秋の傾幹幅 




















率分布は二項分布，リンク関数は logit とした。 
 
8.3 結果 




















号検定林と 52 号検定林において，優良個体の出現頻度は抵抗性苗の方がそれぞれ 7.3





51 号，52 号検定林の 6 年目平均樹高と各検定林の積雪深の関係を検討すると，各











































般苗の改良効果を検討すると（図 8-2），51 号検定林と 52 号検定林それぞれにおい
て，樹高では 12.3％および 11.9％，胸高直径では 19.4％および 13.5％向上した。傾
幹幅は 51 号検定林で 7.1％，52 号検定林で 16.2％減少し，根元曲がりは小さくなっ
た。さらに，根元曲がりが小さく初期成長の良い個体と定義した優良個体の出現頻度
を算出した（図 8-3）。その結果，51 号検定林では抵抗性苗が 26.0％に対して，一般
苗は 3.6％とおよそ 7.3 倍の違いがあった。同様に，52 号検定林では抵抗性苗が












図 8-1 解析に用いた交配家系  
交配親 1～15 は気象害抵抗性育種事業により開発された抵抗性品種である（向田，
2000）。   
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
1 新潟県2 〇 〇 〇
2 山形県12 〇 〇
3 山形県35 〇
4 秋田営13
5 山形県13 〇 〇 〇
6 秋田営20 〇 〇
7 新潟県102 〇
8 山形県43
9 前橋営3 〇 〇 〇
10 山形県47 〇 〇
11 山形県28 〇
12 新潟県4











図 8-3 優良個体の出現頻度   
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表 8-1 検定林の特性値 
  
標高 抵抗性苗 普通苗
東秋局51号検定林 秋田県由利本荘市 365m 137cm 10° 6 420（21） 28（1）
東秋局52号検定林 山形県最上郡鮭川村 170m 155cm 20° 6 504（21） 36（1）
植栽本数（系統数）
検定林名 位置 積雪深 傾斜 反復数
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**：1％水準の有意差が認められる。   
調査時期 形質 抵抗性苗 一般苗 抵抗性苗 一般苗
林齢5年秋 傾幹幅（㎝） 29.7±10.3 29.1±10.8 n.s. 21.6±13.2 18.5±10.2 n.s.
林齢6年春 傾幹幅（㎝） 65.4±23.1 76±20.9 * 44.2±25.4 57.4±29.6 *
生存率(%) 91.1 85.7 n.s. 76.9 62.9 n.s.
樹高（m） 2.7±0.5 2.4±0.4 * 3.6±0.8 3.2±0.7 n.s.
直径（㎝） 3.4±1.0 2.9±0.8 * 5.1±1.6 4.5±1.4 n.s.
傾幹幅（㎝） 38±14.5 40.9±14 n.s. 28.3±14.2 33.8±13.1 n.s.
倒伏量 35.8±19.5 46.9±17.4 ** 22.7±21.6 38.9±31.3 **









**：検定林間に 1％水準の有意な相関関係が認められる。   
調査年次 形質
5年目秋 傾幹幅 0.07 n.s.











































ず，3 交配セットで GCA が有意に認められた。実生後代の根元曲がりの大きさは両
親の GCA を足し合わせた値によって高い精度で予測できたことも，GCA の影響が強



















地では 7.3 倍，山形県の試験地では 2.5 倍多かった。これらは林齢 6 年次という幼齢
期の結果であるが，第 6 章で明らかにしたように，根元曲がりが小さく樹高の大きな

















































































9.2.2 次世代集団の作出  
選抜した優良個体は相互に交配させて次世代集団を作出していくことが望ましい。








































加的に遺伝する傾向が強いため（第 3 章，第 4 章），抵抗性の優れた品種のみで構成
されたミニチュア採種園からの実生苗が積雪地帯の造林に適すると考えられる。抵抗
性品種を両親とする交配家系は，根元曲がりだけでなく，生存率や成長も向上する



































































































Jansson ， G ． and Li ， B ． (2004) Genetic Gains of Full-Sib Families from 


















































































R Core Team (2019) R: A language and environment for statistical computing. R 







林野庁（2014）平成 26 年版森林・林業白書．223pp，林野庁，東京．  
































平英彰（1985）スギ幼齢木の根元曲がり形成過程 . 日本林学会誌 67: 11-19. 
平英彰（1987a）スギ根元曲りの形成機構と制御方法に関する研究．富山県林業試験場
研究報告 12：1-80． 
平英彰（1987b）スギ雪害抵抗性個体の特性について . 林木の育種 143: 19-23. 





Takata K, Kobayashi K, Hasegawa Y, Taki S, Oribe Y, Furumoto R, Hirao T (2014) 
Evaluation of characteristics of the cultivars with resistance to snow-damage 
of Japanese cedar. Proceedings of the 2014 IUFRO Forest Tree Breeding 
Conference: 28  
玉城聡・辻山善洋・井城泰一・織部雄一朗・長谷部辰高（2016）東北育種基本区にお


























Zobel，B．and Talbert，J．(1984) Applied forest tree improvement，505pp，






















附図 1 実験計画法にもとづく検定林の植栽方法  
一つの検定林は三つのブロックで構成され，それぞれのブロックには A，B，C の
3 系統が 9 本ずつ植栽されていることを示している。 
１ブロック 2ブロック 3ブロック
A B C C A B B C A
A B C C A B B C A
A B C C A B B C A
A B C C A B B C A
A B C C A B B C A
A B C C A B B C A
A B C C A B B C A
A B C C A B B C A
A B C C A B B C A
列状植栽
１ブロック 2ブロック 3ブロック
A A A C C C B B B
A A A C C C B B B
A A A C C C B B B
B B B A A A C C C
B B B A A A C C C
B B B A A A C C C
C C C B B B A A A
C C C B B B A A A
C C C B B B A A A
方形植栽
１ブロック 2ブロック 3ブロック
Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ A B A
Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ B A B
Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ B C C
Ａ Ｃ Ｂ A Ｂ Ｃ A A B
Ｂ Ａ Ｃ Ｃ A Ｃ C A C
Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ A C B C
Ａ Ｂ Ｃ Ｃ A Ｂ A B A
Ｃ Ａ Ｂ Ｂ A Ｃ B C B









附図 2 解析対象とした交配セット（第 4 章） 
東耐雪秋田営1７号
♀＼♂ 扇田１ 上小阿仁３ 村松２ 長岡３
秋田営２ 〇 〇 〇 〇
秋田営３ 〇 〇 〇 〇
秋田営８ 〇 〇 〇
秋田営９ 〇 〇 〇
秋田営２０ 〇 〇 〇 〇
前橋営３ 〇 〇 〇 〇
秋田県３８ 〇 〇 〇 〇
山形県４９ 〇 〇 〇 〇
東耐雪秋田営２４号
♀＼♂ 鶴岡１ 新発田３ 東南置賜５ 新発田市１
秋田営１６ 〇 〇 〇 〇
秋田営１７ 〇 〇 〇 〇
秋田営１８ 〇 〇 〇
秋田県１７ 〇 〇 〇 〇
東耐雪秋田営２５号
♀＼♂ 秋田営１２３秋田営１２９ 秋田営３１ 新潟県６ 新潟県１０６
秋田営１１３ 〇 〇 〇 〇
秋田営１２１ 〇 〇 〇
秋田営１２２ 〇 〇 〇 〇
秋田営１２４ 〇 〇 〇 〇 〇
秋田営１２５ 〇 〇 〇 〇 〇
東耐雪秋田営２６号
♀＼♂ 秋田営１７ 前橋営３ 秋田県２０ 山形県２５
山形県７３ 〇 〇 〇
山形県７４ 〇 〇 〇 〇
山形県７５ 〇 〇 〇 〇
山形県７６ 〇 〇 〇 〇
山形県７７ 〇 〇 〇 〇
東耐雪秋田営２８号
♀＼♂ 酒田３ 長岡１ 雄勝１ 西村山１
秋田営１５ 〇 〇 〇 〇
秋田営１６ 〇 〇 〇 〇
秋田県４ 〇 〇 〇 〇
秋田県２６ 〇 〇 〇 〇
秋田県５４ 〇 〇 〇 〇
山形県１ 〇 〇 〇 〇
山形県２４ 〇 〇 〇 〇
山形県４４ 〇 〇 〇 〇
東耐雪秋田営２９号
♀＼♂ 秋田営３ 秋田営１０９ 新潟県１０６ 長岡１
秋田営６ 〇 〇 〇 〇
秋田営１２ 〇 〇 〇 〇
秋田営２４ 〇 〇 〇 〇
秋田営２５ 〇 〇 〇 〇
前橋営９ 〇 〇 〇 〇
秋田営１０３ 〇 〇 〇 〇
秋田営１０６ 〇 〇 〇 〇











♀＼♂ 秋田営１ 新潟県３ 大館１ 中頸城２
秋田営６ 〇 〇 〇 〇
秋田営１１ 〇 〇 〇 〇
秋田営１２０ 〇 〇 〇 〇
秋田営１２３ 〇 〇 〇 〇
秋田営１３１ 〇 〇 〇 〇
新潟県２１ 〇 〇 〇 〇
東耐雪秋田営３２号
♀＼♂ 秋田営１ 秋田営８ 秋田営３０ 新潟県３
秋田営２９ 〇 〇 〇 〇
秋田営１０３ 〇 〇 〇 〇
秋田営１１５ 〇 〇 〇 〇
秋田営１１７ 〇 〇 〇 〇
秋田営１２７ 〇 〇 〇 〇
秋田営１２９ 〇 〇 〇 〇
釜淵３ 〇 〇 〇 〇
東耐雪前橋営３号
♀＼♂ 扇田１ 上小阿仁３ 村松２ 長岡３
秋田営２ 〇 〇 〇 〇
秋田営３ 〇 〇 〇 〇
秋田営８ 〇 〇 〇
秋田営９ 〇 〇 〇
秋田営２０ 〇 〇 〇 〇
前橋営３ 〇 〇 〇 〇
秋田県３８ 〇 〇 〇
山形県４９ 〇 〇 〇
東耐雪前橋営5号
♀＼♂ 扇田１ 能代２ 酒田３ 中頚城６
前橋営６ 〇 〇 〇 〇
秋田県６４ 〇 〇 〇
秋田県６５ 〇 〇 〇
山形県５ 〇 〇 〇 〇
山形県７ 〇 〇 〇 〇




附図 2（続き） 解析対象とした交配セット（第 4 章） 
東秋局41-1 東秋局42-1 東秋局43-1
♀＼♂ 山形県58 山形県68 山形県70 山形県72 ♀＼♂ 山形県58 山形県68 山形県70 山形県72 ♀＼♂ 山形県58 山形県68 山形県70 山形県72
秋田営14 〇 〇 〇 〇 秋田営14 〇 〇 〇 〇 秋田営14 〇 〇 〇 〇
前橋営12 〇 〇 〇 〇 前橋営12 〇 〇 〇 〇 前橋営12 〇 〇 〇 〇
秋田県30 〇 〇 〇 〇 秋田県30 〇 〇 〇 〇 秋田県30 〇 〇 〇 〇
秋田県39 〇 〇 〇 〇 秋田県39 〇 〇 〇 〇 秋田県39 〇 〇 〇 〇
秋田県42 〇 〇 〇 〇 秋田県42 〇 〇 〇 〇 秋田県42 〇 〇 〇 〇
東秋局41-2 東秋局42-2 東秋局43-2
♀＼♂ 前橋営4 前橋営13 秋田県37 秋田県43 ♀＼♂ 前橋営4 前橋営13 秋田県37 秋田県43 ♀＼♂ 前橋営4 前橋営13 秋田県37 秋田県43
山形県3 〇 〇 〇 〇 山形県3 〇 〇 〇 〇 山形県3 〇 〇 〇 〇
山形県10 〇 〇 〇 山形県10 〇 〇 〇 山形県10 〇 〇 〇
山形県16 〇 〇 〇 〇 山形県16 〇 〇 〇 〇 山形県16 〇 〇 〇 〇
山形県50 〇 〇 〇 〇 山形県50 〇 〇 〇 山形県50 〇 〇 〇 〇
東秋局41-3 東秋局42-3 東秋局43-3
♀＼♂ 秋田営13 秋田営16 秋田営17 秋田営18 ♀＼♂ 秋田営13 秋田営16 秋田営17 秋田営18 ♀＼♂ 秋田営13 秋田営16 秋田営17 秋田営18
山形県56 〇 〇 〇 〇 山形県56 〇 〇 〇 〇 山形県56 〇 〇 〇 〇
山形県63 〇 〇 〇 〇 山形県63 〇 〇 〇 〇 山形県63 〇 〇 〇 〇
山形県66 〇 〇 〇 〇 山形県66 〇 〇 〇 〇 山形県66 〇 〇 〇 〇
山形県69 〇 〇 〇 〇 山形県69 〇 〇 〇 〇 山形県69 〇 〇 〇 〇
新潟県21 〇 〇 〇 〇 新潟県21 〇 〇 〇 〇 新潟県21 〇 〇 〇 〇
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いる。   
Ｎｏ 秋田県 山形県 新潟県
1 扇田1 4 3
2 大館1 5 4
3 上小阿仁3
4 能代2
5 雄勝1 3 3
6 酒田3 3 4




11 村松2 2 2
12 長岡1 4 5
13 長岡3
14 新発田市1 4
15 中頸城2 3 3




附表 2 各供試個体の年輪番号毎の MFA 平均値
 
ＩＤ 系統名 集団名 2年輪 3年輪 5年輪 7年輪 9年輪 11年輪 13年輪 15年輪 17年輪 26年輪 31年輪
796 出羽の雪1号 抵抗性グループ 30.23 29.24 25.37 21.46 19.92 23.54 17.73 11.36 8.70 5.01 4.24
797 出羽の雪1号 抵抗性グループ 29.06 31.13 29.31 25.81 25.16 21.11 19.93 12.25 7.76 5.44 5.17
827 出羽の雪1号 抵抗性グループ 32.90 29.30 28.11 24.74 24.91 19.70 16.65 14.71 10.30 5.52 5.78
792 出羽の雪2号 抵抗性グループ 33.12 32.76 30.08 27.52 18.06 5.74 6.36 4.63 3.91 2.54 2.84
793 出羽の雪2号 抵抗性グループ 34.58 35.45 28.17 28.61 26.69 15.53 6.78 4.31 3.82 2.74 3.47
826 出羽の雪2号 抵抗性グループ 29.12 26.68 23.43 27.86 24.17 27.04 20.33 10.90 5.15 4.61 NA
774 山形県30号 抵抗性グループ 40.94 38.92 32.34 30.14 23.97 20.31 11.26 11.52 7.70 5.75 4.93
775 山形県30号 抵抗性グループ 40.28 37.23 36.08 29.06 27.11 22.64 21.12 16.93 8.96 6.82 7.96
816 山形県30号 抵抗性グループ 33.91 33.30 28.41 26.46 19.73 21.51 21.15 19.84 20.72 9.64 9.52
776 山形県35号 抵抗性グループ 37.47 33.27 33.41 29.74 25.44 20.25 18.09 12.09 7.86 6.39 6.30
829 山形県35号 抵抗性グループ 30.02 27.16 21.02 15.85 16.03 11.75 10.49 9.55 10.08 11.92 10.04
831 山形県35号 抵抗性グループ 40.22 35.82 33.23 28.92 30.16 23.69 25.59 28.97 30.44 11.36 NA
780 山形県43号 抵抗性グループ 36.72 32.45 28.91 24.28 20.63 13.46 7.72 7.60 5.18 4.86 2.85
781 山形県43号 抵抗性グループ 39.50 31.27 28.21 25.53 17.68 12.99 10.81 7.76 5.91 4.26 2.80
818 山形県43号 抵抗性グループ 34.48 27.41 25.98 27.24 22.28 18.67 16.60 14.44 10.20 5.93 6.81
782 山形県53号 抵抗性グループ 43.20 33.30 27.03 21.54 15.70 10.84 8.45 5.68 4.27 4.82 3.92
817 山形県53号 抵抗性グループ 34.55 28.90 21.68 15.79 15.26 13.19 10.19 7.22 7.52 3.93 NA
832 山形県53号 抵抗性グループ 36.25 34.63 23.45 17.90 17.72 9.20 7.08 4.61 4.51 4.06 NA
822 山形県5号 対照サブグループ1 40.84 46.80 53.53 33.75 30.28 20.51 12.97 13.10 8.38 5.35 NA
824 山形県5号 対照サブグループ1 36.85 31.96 29.24 24.51 20.52 17.67 16.31 10.93 8.49 5.53 5.03
825 山形県5号 対照サブグループ1 29.69 27.08 25.65 21.84 17.10 11.22 10.52 7.44 NA 4.34 NA
789 山形県19号 対照サブグループ1 35.45 39.60 30.77 31.52 22.49 19.25 14.12 9.55 7.65 10.94 5.75
790 山形県19号 対照サブグループ1 40.27 35.44 31.11 30.70 26.08 21.33 16.81 10.77 11.84 7.54 5.87
828 山形県19号 対照サブグループ1 38.03 32.69 27.94 26.72 16.49 10.54 8.38 8.27 6.05 8.56 4.19
786 山形県62号 対照サブグループ1 36.75 36.88 26.85 22.30 25.37 18.92 15.09 12.40 9.32 9.97 8.31
787 山形県62号 対照サブグループ1 36.75 32.76 23.96 23.23 21.15 17.92 15.77 12.49 11.95 13.38 10.47
823 山形県62号 対照サブグループ1 43.11 36.92 29.03 24.88 20.08 18.36 15.46 15.21 16.47 14.99 13.48
800 中頸城6号 対照サブグループ2 44.08 41.76 33.98 23.70 24.92 13.92 12.73 13.48 15.02 8.30 5.45
801 中頸城6号 対照サブグループ2 34.37 30.92 25.74 20.21 12.97 7.45 9.47 6.75 7.29 4.63 8.03
803 中頸城6号 対照サブグループ2 53.90 43.98 35.89 33.04 27.26 15.26 12.75 11.56 28.62 6.81 16.89
805 山内スギ 対照サブグループ2 34.40 34.34 33.07 28.36 26.56 25.92 20.17 15.23 10.24 5.08 5.68
806 山内スギ 対照サブグループ2 34.82 37.63 35.08 31.64 26.06 21.47 15.22 12.23 7.78 4.63 4.22
808 山内スギ 対照サブグループ2 33.41 33.30 32.26 28.65 25.87 21.51 19.74 15.61 11.18 7.82 9.12
810 地スギ 対照サブグループ2 49.23 44.11 47.29 30.56 34.29 32.22 28.25 31.42 30.88 23.32 14.69
811 地スギ 対照サブグループ2 34.11 27.85 27.63 29.28 18.64 14.53 10.13 8.50 6.47 6.04 6.65
812 地スギ 対照サブグループ2 38.39 36.37 31.31 34.24 25.66 27.01 20.09 14.19 12.71 7.47 5.34
813 地スギ 対照サブグループ2 46.10 41.48 40.16 30.39 24.39 19.09 16.11 14.58 13.92 8.89 8.39
814 地スギ 対照サブグループ2 35.55 37.54 38.31 39.59 30.34 30.52 23.50 20.44 18.22 8.12 6.74
